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間もなく平成の時代に終わりを告げようとしてい

る。この機会に環境問題を巡り変革する社会につ

いて私自身の経験を踏まえ振り返ってみたい。

平成が始まったちょうど1989 年、私の職業人生

にとっても大きな転機がおとずれた。その年の 9月

から、世界銀行（本部：ワシントンDC）に赴任す

ることになったからだ。国際機関で本格的に仕事を

する経験は初めてのことだったので、大きな期待と

緊張感とともに訪米した。

時折しもその年、国連では「環境と開発に関す

る世界会議を1992 年に開催する」ことが決議さ

れた（後に「リオ・サミット」と称される）。このため、

世界の開発機関のリーダーを自認する世界銀行は、

リオ・サミットに向け大きく舵を切っていく途上にあっ

たが、私はその組織の一員としてダイナミックに変貌

を遂げていく様子を直接垣間見ることが出来た。

リオ・サミットを見届けた後、1992 年 7月に帰国

したが、この 3 年の間に環境を巡り日本社会が

大きく変化していることを感じた。

第一に、環境を取り巻く政治環境の様変わりで

あった。米国に行く前、与党環境部会は、環境政

策を政治の立場から主導していくという意気込みは

少しの例外を除いてほとんどなかったといえる。しか

しながら帰国後、環境部会は多くの参加議員が環

境問題に前向きに取組み議論する場へと大きく変

貌を遂げていた。

次にマスメディアは、毎日の様に地球環境に関す

る課題を大きく取り上げていたのも隔世の感を覚え

た。以前は環境汚染対策を批判する記事が大半

を占めていたが、リオ・サミットの前後からは、地球

環境問題をどの様にとらえていくべきかという問題

意識やマスメディア自身の主張を展開する様な構

造へと変化していた。

そして何よりも大きいのは市民団体や NGO の台

頭であった。そもそも環境 NGO が、環境分野の

実施にコミットし、その知見を政策に反映させてい

くというシステムがあまり効果的に働いてはいなかっ

た。リオ・サミットのプロセスを経て、政府全体とし

ても市民団体や NGO の声を政策に反映していく

姿勢に転じていた。

私はいつも環境問題の解決には社会全体の

変革が不可欠だと考えている。上述のとおり日本 

社会の変わり様を３つの側面から整理したが、

これらは相互に影響を与え合っており、社会全体

として変革する地
じ

合
あい

が長い時間をかけて醸成さ

れていったと実感している。（了）
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